




























たとえば、ヴイクトリア州の Localgovernment Act 1989は、 Councilは、法
人 (abody ofco叩orate)であって、永続(perpetualsuccession)であると定め
ている (5条2項a)。また、ニュー・サウス・ウエーJレズ州の LocalGovern-
ment Act 1993は、 councilは、永続性並びに個人としての法的能力及ぴ権限を




















ヴイクトリア州は、 LocalGovernment Act 19894)及ぴAuditAct 1994により
監査制度を定めている。四つのレベルの仕組みがある。
(1)州監査総裁による年次報告に係る監査
Local Government Act 19895)の "Planningand Accountability Reports" と題
する第6部に監査に関する定めがある。州において、州憲法に基づき監査総裁
(Auditor -General)が任命されている。監査総裁は、州政府の機関を監査する
任務を負っているが、同時に、 LocalGovernment Act 1989は、自治体につき、
監査総裁による監査を重視した定め方となっている。
監査総裁は、議会の委員会の推薦に基づき Governorin Councilにより任命さ
れる (ConstitutionAct 94A条2項)。監査総裁は、議会の公職であるが、 inde冊




3) ウエスタン・オーストラリア州のLoca!Government Act 1995は、地方政府(Joca!gov-
ernment)は、永続性とコモン・シールをもった法人であるとし (2.5条Z項)、自然人の法
的能力を有するとしている(同条3項)。同様に、クウイ}ンズランド州のLoca!Govern-
ment Act 2009も、地方政府 (loca!government)は、永続性をもった法人であり、コモン・
シールをもち、その名前において訴え若しくは訴えられるとしている (11条)。
4) 自治体殿査制度に関しては、 Loca!Government Amendment (Performance Reporting 


























8) 指標及びその尺度は、 Loca!Government (Planning and Reporting) R巴gulations2014の
附表3の第2部に掲げられている。
9) 指標及び尺度は、 Loca1Government (P加mingand Reporting) Regulations 2014の附表
3の第3部に掲げられている。
10) 指標及び尺度は、 Loca!Govcrnment (Planning and Reporting) Regulations 2014の附表
3の第4部に掲げられている。
11) 前3会計年度に達成された成果、自治体の戦略的資源計爾による結果の予測を含める

























及びLocalGovernment Model Financial Reportに従うことが求められている(規則19条)。
その他の財務諸表に含められるべき事項も多数ある(規則20条)。
13) 法律において auditorの用語が用いられているが、同法において、 auditorは、監査総裁
(Auditor-咽General)を指している (3条l項)。
















Act 1994の45条をヲ|いて確認的に定めている (8条3項)。また、 3E原則に基
づく一般の業績監査に関しては、 15条の定めるところである。ただし、この業
績監査は、“must"という義務規定ではなく、“may という任意規定とされて



















監査法は、監査基準に関して、 CorporationAct 336条に基づき Auditingand 
Assurance Standards Boardの作成する基準又は AustralianSecurities and 







び遵守調査官 (LocalGovernment Investigations叩 dCompliance Inspectorate) 
について触れなければならない。これは、ナトlの首相・内閣府 (Departmentof 


































































































































































表は、オーストラリア会計基準委員会 (Aus位alianAccounting Standards 










のとされている (18条 l項)。監査総裁は、財務監査 (financialaudits)のみなら
ず、業績監査 (performanceaudits) 23)及び、準拠性監査 (complianceaudits) 24)を
も行うが、それは、財務臆査に関する年度報告とは別個に公表されているお)。















22) この委員会は、連邦のAustralianSecurities and Investments Commission Act 2001に
よる委員会である (17条7項)。
23) この監査は、実効的、経済的かっ効率的に活動しているか否かの監査であるという
(Report of the Auditor-GeneraI NO.6 of 2015-2016 Vol.3 Local Government Authorities 





















タスマニア州の LocalGovemment Act 1993を見ると、その第8部の中に、






















ニュー・サウス・ウエ}ルズ (New South Wales)州(以下、 fNSW州」とい





























































Australian Society of Certified Practicing AccountantsとtheInstitute of 















































































29) Division of Local Govemment. Internal Audit Guidelines. Premier & Cabinet (NSW 
Government. 2010). 
30) Division of Local Govemment. Internal Audit Guidelines. Premier & Cabinet. Ibid. 
p.8. 
























32) 以上、 Divisionof Local Government. Internal Audit Guidelines. Premier & Cabinet. 
Ibid.. p.9. 
33) Division of Local Government. Int巴malAudit Guidelines. Premier & Cabinet. 
Ibid. .p.ll 
34) 以上、Divisionof Local Government. Internal Audit Guidelines. Prernier & Cabinet. 
Ibid.. p.13. 





















ところで、 LocalGovernment Amendment (Governance and Planning) Act 
35) Division of Local Governrnent. Internal Audit GuideJines. Pr日mier& Cabinet. Ibid. 
p.15なお、内部監査を完全に民間に委ねる方式と並んで、一部は内部の監査人としつつ
一部は外部のサー ピスを受ける方式 (co-sourcedfunction)についても言及している。
36) Division of Local Government. Internal Audit Guidelines. Premier & Cabinet. Ibid.. 
p.15. 





れていたのを受けて、たとえばシドニー市は、 AuditRisk and Committee 
Charterにより同委員会の詳細を定めていた、そして、 2016年法により、自治体































いて重要な役割を果たさない (doesnot then play a significant role in the audit 
of the council) Jの意味は、どうも理解が難しいところである。この点に関しで
は、自治体が会社であると仮定した場合に、連邦のCorporationAct 2001第9
条の意味において会社の監査において重要な役割を果たしているといえるなら























ている主体 (publiclyfunded body) Jの会計及びその活動の効率性と経済性を
検査することができる (PublicFinance and Audit Act 1987第32条1項(a))。こ













38) なお、地方政府補償制皮 Oocalgovernment indemnity scheme)に関する会計について





































































































41) ヴイクトリア州 AuditAct 1994の17条・ 18条、クウィーンズランド州の Auditor-Ge-
neral Act 2009の71条・ 72条、タスマニア州 AuditAct 2008の41条以下、 NSW1+1 Public 
Financ巴andAudit Act 1983の46条以下、 SA1十1Public Finance and Audit Act 1987の35条、






43) ヴィクトリアナ1'Audit Act 1994の19条1項は、少なくとも 3年にl回は業績監査を受






監査の方法についてみると、ヴィクトリア州は、 LocalGovernment Amendω 









Australian Auditing and Assurance Standardsの定められる要件に従って実施
きれた監査について意見を準備し署名することとぎれている。この監査基準
は、 AustralianSecurities and Investment Commission Act 2001 (ASIC Act)の
227A条に基づき設立された AustralianAuditing and Assurance Standards 
Boardが、 CorporationAct 2001の336条に基づき定める監査基準である。 NSW
州は、法律の条項において、会計士の二つの団体、すなわち、 theAustralian 
Society of Certified Practicing Accountantsと theInstitute of Chartered 
Accountant in Australiaに代わって、 AustralianAccounting Research Found-
















































45) Queensland Audit Office. Fraud Management in Local Government (Report 19: 
2014-15) (2015). 
46) たとえば、 NSW州は、IndependentCommission Against Corruption Act 1988により、
同名のコミッションを設けている。ヴィクトリア州も、 IndependentBroad-based Anti 
-corruption Commission Act 2011により、同名のコミッシ冒ンを設けている。このコミッ
シ冒ンは、不正行為に係る不服や通告について、他の機関に照会することができるとし、
それらの機関の中には監査総裁も含まれている (73条2項)。監査事務局職員の不正行為
の場合などが想定されているのであろう。
オーストラリアの自治体監査制度 175
